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介護サービス事業者等への指導・監督について 

1 はじめに                                 

  介護保険サービス事業は、各事業所の責任において人員基準・設備基準・運営基

準に適合しているか自主点検を日々行い、更に利用者サービスの向上を目指して充

実していただくものです。事業運営の向上に努めなければならないことに留意し、

最低限の基準への適合に満足することなく、事業目的の達成を追求し、自ら事業運

営の改善をはかっていただくようお願いします。 

（１）職員研修及び訓練 

従業員の資質向上のために、研修の機会を計画的に確保してください。特に、「身

体拘束防止」、「虐待防止」、「業務継続計画」、「感染症の予防及びまん延防止」及び

「法令遵守」に関する研修は毎年実施をしてください。あわせて、訓練の実施が求

められる項目は研修に加えて訓練も実施してください。なお、実施すべき回数はサ

ービス種別により異なるため、関係法令・基準等を確認の上実施してください。 

なお、資質向上のための研修の実施にあたっては、安城市介護人材資質向上事業

補助金を活用してください。 

（２）業務管理体制の整備 

介護サービス事業者は法令遵守等の業務管理体制を整備し、国、県又は市に届出

を行うことが義務付けられています。安城市に業務管理体制の届出が必要な事業者

は、地域密着型サービスのみを行う事業者（総合事業は対象外）で、事業所が安城

市内のみに所在する事業者です。既に届出を済ませている事業者で、法令遵守責任

者の変更など届出内容に変更があった場合は、遅延なく「業務管理体制の整備に関

する届出システム」から電子申請を行ってください。 

整備状況については、基本的に運営指導時に併せて確認を行います。運営指導当

日の提出資料については、運営指導の実施通知に詳細を同封します。 

（３）「介護サービス情報公表システム」での公表 

介護サービス事業者は、介護サービス情報を年１回以上愛知県に報告することが

義務付けられています。愛知県公式ウェブサイトを参考に、情報公表制度の対象事

業者は手続きをし、「介護サービス情報公表システム」により公開してください。 

  対象事業所 

ア 年間１００万円を超える介護報酬の支払いを受けている事業所 

   イ 新規指定事業所（基本情報のみ） 

（４）愛知県介護保険指定事業者講習会 

愛知県が行う「介護保険指定事業者講習会」の資料も参考にしてください。 

（愛知県高齢福祉課介護保険指導第一グループのウェブサイト参照） 
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２ 指導の種類                               

 市が行う指導には、集団指導、運営指導及び監査があります。 

（１）集団指導 

各事業所に対し情報提供等を個別に行うのではなく、全体に対して行うものです。

安城市では事業者連絡調整会議が集団指導の位置づけです。集団指導では、指定事

務の制度説明、改正された場合の介護保険法の趣旨・目的の周知及び理解の促進、

介護報酬請求に係る過誤・不正請求の観点から介護保険事業の適正化を図るため実

施します。市が所管する事業所については、集団指導に欠席した事業所は指導強化

対象事業所としています。 

（２）運営指導 

  運営指導には、市のみで事業所に伺うものと、愛知県と合同で伺うものがありま

す。運営指導は対象となったサービスの指定権者が行うため、県が指定権者である

サービスに指導を行う際は、県職員も訪問します。 

指導対象サービスの指定権者 事業所に伺う職員 

県 県職員＋市職員 

（指導は県職員が行います。） 

県・市 両方 県職員＋市職員 

（両者から指導を行います。） 

市 市職員のみ 

県との合同指導に際しては、県から事前調査（自己点検シート）書類及び改善指

示事項に対する改善状況報告の提出を指示されますが、愛知県への提出に加え安城

市にも同書類を提出してください。 

市のみで実施する指導については、「３ 運営指導について」にて説明します。 

（３）監査 

人員基準違反、運営基準違反、不正請求、不正の手段による指定、高齢者虐待、

又はこれらの疑いがある場合に行います。 

３ 運営指導について                            

  本市では、原則として３年から６年に一度は運営指導を行っています。運営指導

とは、サービスの質の確保・向上を図ることを主眼として、サービス事業者が法令・

通達などに基づき適正な事業運営を実施しているか調査し、また必要な指導を行う

ことをいいます。 

（１）事前提出書類 

市の運営指導に際し、指導実施の２週間前までに勤務形態一覧表、運営規程等の

書類を事前に提出してください。事前提出書類は実施通知に記載してあります。 

（２）改善指示事項 

運営指導での改善指示事項は、文書で通知する内容は勿論、口頭指導内容も漏ら

さず改善を図っていただくようお願いします。 
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（３）総合事業の運営指導 

総合事業の運営指導については、「介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有

効な実施を図るための指針」に基づき実施します。県との合同指導時に同時実施ま

たは市単独実施にて行います。 

（４）留意事項 

一度指摘した改善指示事項（文書・口頭とも）が、改善されていない場合は、悪

質性が疑われると判断することがあります。悪質性、反復継続性等は処分の判断材

料のひとつです。 

運営指導の実施にあたり、あらかじめ通知したのでは当該事業所の日常における

サービスの提供状況を確認することができないと認められる場合は、当日通知をも

って運営指導を行う場合があります。 

（５）指導の実施状況（令和７年度分） 

   運営指導の実施状況 

   ３２業者４５事業所６３サービス 

   うち改善報告を求めた事業所数 ４４事業所 

（６）運営指導における主な指摘事項 

   別紙９ページから１１ページのとおり。 

４ 地域密着型サービスの利用について                     

平成１８年に創設された地域密着型サービスは、高齢者の住み慣れた地域での生

活を支えることを目的としています。そのため、本市の地域密着型サービスは、原

則、安城市に住民票のある人のみが利用できます。以下に該当する場合は、本市の

地域密着型サービスは利用できませんのでご留意ください。 

（１）安城市に住民票がない場合。（実際に住んでいるのが安城市であったとしても、

住民票を市外に置いたままの場合は利用不可。） 

（２）これまで他市町村に住民票を置いていた人が、安城市の地域密着型特定施設や

グループホーム、地域密着型特別養護老人ホームに直接入居する場合。 

なお、市町村によって地域密着型サービスの取扱いが異なる場合もありますの

で、詳細は担当市町村の介護保険部局へ確認してください。 

５ 【地域密着・居宅・総合事業】変更届・加算届について            

（１）変更届について ※令和８年４月１日より原則電子申請で受付 

① 変更届出書は変更後１０日以内に届け出ることとする。 

② 総合事業のサービス事業所においても、忘れずに届け出ること。 

 

 

総合事業の各種加算届・変更届は、市への提出が必要です。 

訪問介護・通所介護については、西三河福祉相談センターへ届出のほか、総合事業

もあれば市へも忘れずに届け出てください。また、他市の総合事業の指定を受けてい

る場合は、他市への届け出も忘れずに行ってください。 

忘れていませんか？ 
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③ ただし、運営規程の変更のうち従業員の変更（職員の採用、退職の異動）は頻繁

にあることも考えられるため、次のことを条件に、特例扱い※をすることとする。 

（愛知県における「従業員の変更に係る届け出の特例」同様の規定とします。） 

※その都度の届出はなく、毎年６月１日時点の内容を同月末までに届け出ること。 

◎人員基準の適合していることを事業所が自主点検すること 

◎運営規程、重要事項説明書等の書類を事業所で適切に整備すること 

◎介護報酬の加算の体制に影響のないこと 

◎次の職種でないこと 

 ア 管理者（全サービス） 

イ サービス提供責任者（介護予防訪問サービス・生活支援訪問サービス） 

 ウ 介護支援専門員（全サービス） 

 エ 計画作成担当者 

（２）加算届について※令和８年４月１日より原則電子申請で受付 

サービスの種類 算定の開始時期 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護 

（介護予防）認知症対応型通所介護 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

地域密着型通所介護 

居宅介護支援 

介護予防支援 

介護予防訪問サービス 

介護予防通所サービス 

毎月 15日以前に届出→翌月から 

16日以降に届出→翌々月から 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特別養護老人ホーム 

届出を受理した日が属する月の翌月 

（届出を受理した日が月の初日であ

る場合は当該月） 

（３）電子申請及び添付書類について 

  厚生労働省において「電子申請届出システム」の運用が開始され、安城市におい

ても令和８年４月１日より原則電子申請で届出等の受付をしています。届出の際の

添付書類につきましては、変更届出書添付書類一覧表を確認の上、厚生労働省ホー

ムページに掲載がされている厚生労働大臣が定める様式でご提出をお願いします。

詳細は、１５ページの「変更届等の申請について」をご確認ください。 

（４）届出書の様式について 

  ホーム＞生活・サービス＞福祉・介護・医療＞高齢者の福祉＞事業者のみなさま

へ＞変更及び加算の届出について（８ページ参照） 
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６ 【居宅】特定事業所集中減算について                    

（１） 判定期間及び減算適用期間 

 

（２）手続きについて  

８０％を超えたサービスが一つでもあった場合、正当な理由の有無に関係なく届

出書の提出が必要です。昨年度までは窓口受付をしていましたが、今年度から電子

申請にて受付をします。電子申請システム内の「加算に関する届出」から提出して

ください。また、８０％を超えるサービスがなかった場合も、「特定事業所集中減算

届出書」及び各サービスの「計算書」は事業所で５年間保管してください。 

（３）届出書の様式について 

ホーム＞生活・サービス＞福祉・介護・医療＞高齢者の福祉＞事業者のみなさま

へ＞地域密着型サービス・居宅介護支援・介護予防支援事業者内 特定事業所集中

減算の届出について（８ページ参照） 

７ 【訪問】同一建物減算について                       

（１）判定期間及び減算適用期間 

 

（２）手続きについて 

  同一敷地内建物等の居住者への提供割合が９０％を超える場合、同一建物減算の

届出をしてください。昨年度までは窓口受付をしていましたが、今年度から電子申

請で受付をします。電子申請システム内の「加算に関する届出」から提出してくだ

さい。また、同一敷地内等に居住する者へサービス提供を行う事業所においては、

計算に使用した関係書類を事業所で５年間保管してください。 

（３）届出書の様式について 

  ホーム＞生活・サービス＞福祉・介護・医療＞高齢者の福祉＞事業者のみなさま

へ＞介護予防・日常生活支援総合事業内 訪問型サービスにおける同一建物減算の

届出について（８ページ参照） 

８ 市公式ウェブサイト及び関係者向けサイト（安城市ケア倶楽部）の確認について                     

令和７年１０月から安城市介護・高齢者福祉情報検索システムの運用を開始しまし

た。これに伴い、令和７年１０月から関係者向けサイト（安城市ケア倶楽部）で、介

護保険最新情報や国・県からのお知らせ等を掲載しています。重要な情報を掲載して

いますので、普段からこまめにご確認をお願いします。なお、メール及びＦＡＸによ

るお知らせは、令和８年９月末で終了する予定です。ケア倶楽部に未登録の場合は、
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必ず登録を完了するようにしてください。また、市公式ウェブサイトにつきましても

引き続きご確認をお願いします。 

 

高齢福祉課のお知らせ ＨＰのご案内 

 

 

①「生活・サービス」

をクリック 

 

②「福祉・介護・医療」

クリック 
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③「高齢者の福祉」

クリック 

 

④「事業者のみなさまへ」

クリック 
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重要な事項については太枠で囲ってありますので、随時ご確認ください。 

処遇改善加算、同一建物

減算等の各種届出の様式

はこちら 

特定事業所集中減算

の様式はこちら 

総合事業の要綱等、

同一建物減算の様式

はこちら 








